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メキシコ政府、自動車等への関税引き上げ案を国会に提出
9月9日、メキシコ政府は2026年度の歳入法案の一環として「輸出入関税法（LIGIE）」の改正案を
国会に提出した。同法案は世界貿易機構（WTO）ルールの範囲内で最恵国待遇（MFN）税率を大幅
に引き上げるもので、自由貿易協定（FTA）などで別途取り決められている関税措置は対象外。対象
は自動車・同部品、鉄鋼・同製品、繊維・縫製品など1,463品目で、税率は品目ごとに異なるが、特
に自動車の関税は米国の関税政策と同水準の50％へと引き上げられる案となっている。
同法案は年内に国会で審議されることになるが、メキシコの議会構成において与党が多数を占めて
いる現状を踏まえると、上下両院の過半数の賛成を経て年内に承認される公算が大きい。早ければ、
26年1月1日より施行される可能性がある。
主要貿易相手国はFTA締結済み、影響が大きいのは対中輸入
メキシコは、日本・メキシコ経済連携協定（EPA）のみならず50カ国以上とFTA等を締結している。
米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）、EU・メキシコFTA、環太平洋パートナーシップに関する
包括的及び先進的な協定（CPTPP）など、主要な貿易相手国・地域とはすでに低関税のアレンジメ
ントが存在、これらの国との貿易割合は輸出で94.4％、輸入で64.2％と大部分を占めている。
よって今回のMFN関税引き上げの対象になるのは、FTA未締結国である中国、韓国、インド、イン
ドネシア、ロシア、タイ、トルコなどということになる。特に輸入全体の2割を占める中国からは、
今回の対象である自動車・同部品、家電などが主要な輸入品目となっている。
国内産業の強化を謳うが、狙いは米国の対中政策への協調か
シェインバウム大統領は、今回の措置が中国をターゲットにしたものではなく、国内産業強化のた
めと説明しており、形式的には25年1月公表の中⾧期の投資計画「プラン・メキシコ」で掲げた輸入
代替政策と国内産業強化の方針に沿ったものと整理できる。一方、メキシコは中国の対米輸出の迂
回経路の一つと見られており、今回の措置がそうした経路を閉じることを米国にアピールするもの
と見る向きも少なくない。中国政府は9月25日、メキシコの関税引き上げは貿易障壁に当たる可能性
があるとして調査を開始すると発表し、米国からの間接的な圧力を推測している模様。
メキシコとカナダの両首脳はUSMCA見直しにおける協調姿勢を確認
トランプ政権はかねてから関税回避を目的とした中国製品の迂回輸出に目を光らせてきた。26年7月
に協議が始まるUSMCA見直し(注)では、迂回輸出を防ぐ原産地規則の強化が主要論点の一つに。
9月18日、シェインバウム大統領はカナダのカーニー首相と首脳会談を行い、USMCA協議における
両国の協調姿勢を確認。両首脳とも「北米は世界で最も競争力のある経済圏である」と強調し、
USMCAを通じた三国協調を維持する姿勢を示している。今回のメキシコによる関税引き上げ措置は、
米国の保護主義政策を既成事実として受け入れたうえでの対中政策への協調とも読み取ることがで
き、今後の米国との関税交渉やUSMCA協議を有利に進めるためのカードの一枚にしようという意図
も否定できない。
（注）25年9月17日、米国、メキシコ、カナダの3カ国はそれぞれUSMCA見直しに向けたパブリックコメント手続きを開始。米国は11月3日まで意見
募集し、11月17日に公聴会を開催予定。メキシコは11月16日まで意見募集。カナダは11月3日まで意見募集。
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▽メキシコの主要貿易相手国（2024年）
改正案現行税率品目数品目
10～50％0～35％141自動車部品

50％15・20％13自動車

35・50％10～35％308衣料品

10～35％0～35％79プラスチック
20～50％0～50％248鉄鋼

35％0～35％113家電・家具・靴・革製品

35％0～15％45玩具・オートバイ

10～50％0～35％398繊維

20％0～15％21紙・段ボール

35％0％23アルミニウム・トレーラー

35・50％0～35％49ガラス・石鹸・香水・化粧品

FTA締結輸入
シェア

輸出
シェア

総貿易額
（億ドル）国・地域

〇40.3％81.3％7,554米国

×20.7％1.5％1,389中国

〇2.1％3.0％315カナダ

〇3.4％1.2％285ドイツ

×3.7％0.7％270韓国

〇3.1％0.7％235日本

×2.8％0.8％226台湾

〇1.9％0.8％164ブラジル

〇2.4％0.1％156ベトナム
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